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岐阜県北方町太陽光発電事業参画事業者プロポーザル募集要項 

 

１ 事業の目的 

現在岐阜県では、岐阜県次世代エネルギービジョン（平成 23 年 3 月策定）により、関連

産業の創出・育成を目指した取り組みを進めています。 

一方、近年に施行された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法」により、全国的に再生可能エネルギーの導入が図られ、岐阜県内においても、

民間事業者が主体的に、大規模太陽光発電事業の展開を計画しており、県内企業にとって

も大きなビジネスチャンスです。 

このため北方町（以下「町」という）では、町有施設の上部を貸付けることにより、県

内のエネルギー関連企業の育成、雇用創出等による地域活性化及び町有財産の有効活用を

図る事業として、太陽光発電事業を実施する事業者を募集します。 

 

２ 応募に係る事項 

事業者の選定方法については公募型プロポーザル方式とし、設置する太陽光発電設備と

その附属設備（以下「発電設備」という。）及び事業内容等を提案していただき、選定委員

会で審査を行ったうえで事業予定者として選定します。 

その後、関係機関等と必要な調整を行い、各協議等が整った段階で行政財産の使用許可

申請を行っていただき、当該許可を受けて事業者として正式に決定します。 

 

（１）応募資格 

公募型プロポーザルに参加できる者は、事業を効果的かつ確実に実施できる法人及

び団体（以下「法人等」という）あるいは、法人等で結成した共同企業体とする。な

お共同企業体の結成は、自主結成とします。 

応募できる者のうち、共同企業体にあっては次のア、イに掲げる要件の全てを、単

独法人等にあっては次のウに掲げる要件を満たす者とします。 

ア 共同企業体の全構成員が満たすべき資格要件 

（ア）日本国内に本社（店）を有し、なおかつ岐阜県内に事業所を有する又は使用許可

申請前に事業所を岐阜県内に開設すること。 

（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（ウ）役員に、次の各号のいずれかに該当する者がいないこと。 

①破産者で復権を得ない者 

②禁固刑以上の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者 

③暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２
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条第２号から第４号まで及び第６号に該当する者 

④自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められる者 

⑤暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団又は暴力団員の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

ると認められる者 

⑥暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

⑦暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用するなどしてい

ると認められる者 

（エ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て（同法

附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含

む。以下同じ。）がなされている者（同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２

００条第１項の規定による更生計画認可の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（オ）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生手続開始の申立てが

なされている者（同法第１７４条第１項の規定による再生計画認可の決定を受けて

いる者を除く。）でないこと。 

（カ）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続きの申立てがなされている

者及びその開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によるなお従前

の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）でないこと。 

（キ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

（ク）町から、町製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る入札参加資格停止措置

要領又は町が行う契約から入札参加停止措置を、プロポーザル参加申込期日から選

定委員会の日までの期間内に受けていないこと。 

（ケ）税の滞納がないこと。 

イ 共同企業体としての資格要件 

（ア）構成員の１社以上が、設置場所において大規模太陽光発電事業を実現することが

できる総合的な企画力、技術力、資金力及び経営能力を有していること。 

（イ）応募及び事業に必要な諸手続き等を一貫して担当する法人等（以下「代表企業」

という。）が定められていること。また、構成員の役割分担が明確にされていること。 

（ウ）原則として提案施設の所有及び管理の主体が一元化されていること。 

ウ 単独法人等の資格要件 

ア「共同企業体の全構成員が満たすべき資格要件」のほか、イ「共同企業体としての

資格要件」の全てを１社で満たすこと。 

 

（２）対象施設 

北方町ふれあい水センターのオキシデーションディッチ上部約 7,000 ㎡を対象施設と
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します。詳しくは上下水道課で平面図が、閲覧できます。 

 

（３）事業（使用）期間 

平成２６年度中に事業着手（電気事業者への接続契約申込み）することとし、平成２

６年度末までに発電を開始することを目標とします。使用期間については、協定書で定

めるものとし、事業者からの提案とします（最長２３年間とする。）。 

 

（４）使用料 

発電設備の設置工事の期間、設置後に発電事業を行う期間及び発電設備の撤去工事の

期間を通じて、発電設備の設置に係る使用料を納付していただきます。 

使用料については、最低額を年額で１㎡当たり 100 円としますので、これ以上の単価

を提示し、併せてその使用料を算定した根拠や考え方を提示してください。 

なお、使用する面積の算定については、太陽電池アレイ等の発電設備の水平投影面積

（真上から見たときの面積）とし、間隔を開けて設置する場合は、その隙間の面積も含

みます。 

また、使用料を納付していただく時期及び額については、初年度は町が使用を許可し

た後に、年額のうち使用許可期間に相応する額を速やかに納付していただき、翌年度以

降は年額を年度当初に納付していただきます。 

 

（５）費用負担 

発電設備の設計、材料、工事、維持管理、撤去、公租公課、各種手続き等事業に係る

一切の費用は、事業者が負担するものとします。 

 

（６）資金調達について 

地元金融機関からの融資等、地域資金を活用するよう努めてください。 

 

（７）発電設備について 

発電設備については、国産製品（国内メーカーが海外で生産したものを含む）を使用

するよう努めてください。 

 

（８）現地調査について 

対象施設の現地調査を希望される場合は、別紙「現地調査申込書」を上下水道課に提

出してください。 

 

（９）設置及び構造上の安全性等の確認 

太陽光発電設備の設置における安全性や施設の保全等に関する次の項目については、

確認、措置等していただきます。 
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ア 設置しようとする太陽電池モジュール及び架台等発電設備の重量の増加に対して下

水道施設等の耐久性に問題がないよう載荷荷重 1.0t/㎡迄とし構造計算書等により確認

すること。 

イ 架台に基礎を設置する場合の設置場所は、原則として構築物上での設置を制限しま

す。また、長基礎にする場合は、排水上の障害とならないようにすること。 

ウ 地震力による転倒、風圧力による吹き上げに対して安全であることを確認すること。 

エ 発電設備の設置後に設備の転倒や下水道施設等への障害が生じないよう、十分な措

置を講じること。 

オ 建物端部及び OD 槽管理孔からは、一定の距離を確保すること。別紙平面図参照 

カ 既存設備との離隔及び点検のための通路スペースを確保すること。別紙平面図参照 

 

（10）設置工事の工期 

設置工事を行う際には、施設の管理者と協議していただき、工期や時間帯を決めてい

ただきますが、施設年間管理計画に支障のない時期を考慮してください。 

 

（11）施工業者の選定 

建設・設備工事については、町内及び町近隣事業者への発注に努めてください。 

 

（12）設備のメンテナンス 

発電設備が所期の性能を発揮するために必要な法定点検、定期点検、部品交換等のメ

ンテナンスを行い、設備が故障した場合には、ただちに修理を行える体制を確保するも

のとします。 

 

（13）事業報告 

売電開始後、発電電力量及びその他、町が指定する本事業の実施に伴う状況の報告を

求めます。報告の詳細については、別途、町が指示するものとします。なお、発電電力

量は公表することを想定しています。 

 

（14）発電設備の設置に起因する障害等について 

発電設備の設置に起因する障害等が発生した場合は、事業者の負担で修繕していただ

きます。 

 

（15）損害賠償責任 

事業者が町施設等を破損・滅失した場合や、発電設備の故障により送電網に影響を与

えた場合等には、事業者がその損害を賠償する義務を負います。 

また、発電設備等の設置及び管理に関する瑕疵により、第三者に損害を与えたときは、

その損害についても、同様とします。 
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（16）天災等による損害および日射量の減少等のリスクについて 

天災その他やむを得ない事情により施設が使用できなくなった場合に生じた損害につ

いて、町は一切の責任を負いません。 

また、発電設備の故障や劣化、気象の変動による日射量の減少や日照時間が想定を下

回った場合などのリスクについては、事業者が負うことになります。 

 

（17）使用後の設備の取扱い 

使用期間の途中で事業を中止した場合又は使用期間が終了した場合には、事業者の費

用負担により発電設備の撤去を行い、敷地の原状回復を行うものとします。 

 

（18）使用権の転貸等の禁止 

事業者は、使用権を第三者に転貸し、又町の承認がなく譲渡することはできません。 

 

（19）災害発生時（停電時）の非常用電源としての活用 

発電設備を設置した施設について、災害の発生により停電した場合の非常用電源とし

ての活用方法について、提案してください。 

 

（20）町が施工する施設の工事にかかる一時移設及び費用負担 

  町が施設の維持管理等の工事を実施する際には、発電設備の一時移設にご協力をお願

いします。 

 

（21）その他 

町有施設の運営にメリットがある取り組み（例：環境教育の教材としての活用）を提

案してください。 

 

３ スケジュール 
 

・ 募集要項等の公表・配布    平成 26 年 7 月 10 日(木) ～ 7 月 31 日(木) 

・ 募集要項等に関する質問受付  平成 26 年 7 月 10 日(木) ～ 7 月 31 日(木) 

・ プロポーザル参加申込受付   平成 26 年 7 月 10 日(木) ～ 7 月 31 日(木) 

・ 企画提案書の受付       平成 26 年 7 月 24 日(木) ～ 8 月 8 日(金) 

・ プロポーザル選定委員会    平成 26 年 8 月 19 日 

・ 事業者候補の決定・協定締結  平成 26 年 8 月下旬予定 

 

４ プロポーザルの手続き 
 

（１）募集要項等の公表・配布 
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ア 公表・配布期間 平成 26 年 7 月 10 日(木) ～ 7 月 31 日(木) 

（庁舎においては午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分） 

イ 公表・配布場所 岐阜県北方町 上下水道課 下水道係 

          北方町のホームページ 

 

（２）募集内容等に係る質問書の受付及び回答の公表 

ア 質問書受付期間 

平成 26 年 7 月 10 日(木) ～ 7 月 31 日(木) 17 時 15 分（必着） 

イ 質問書提出方法 

プロポーザルに参加するに当たって質問事項がある場合は、質問書（様式１）を北

方町上下水道課あてに郵送、ＦＡＸ又は電子メールにファイル（ファイル形式は、

MicrosoftWord としてください。）を添付し提出してください。 

※ ＦＡＸ又はメール送信の場合は、件名に「北方町太陽光発電事業プロポーザル」

と記載したうえで送信してください。 

ウ 提出先 

〒５０１－０４９２ 岐阜県本巣郡北方町北方 1323-5 北方町役場 上下水道課 

ＦＡＸ 058-323-2114  

E-mail suidou@town.gifu-kitagata.lg.jp 

エ 回答 

質問に対する回答は、企業名及び競争上の地位その他正当な利害を害する恐れのあ

るものを除き、町のホームページ上にて公開します。  

 

（３）プロポーザル参加申込の受付 

応募者は、「２（１）応募資格」に掲げる参加資格を全て満たしていることを確認した

うえで、アの受付期間内に、イの提出書類等を、ウにより提出してください。 

なお、提出書類に虚偽の記載が判明した場合には、参加資格者あるいは事業候補者の

取り消しを行うとともに、地方自治法施行令第１６７条の４第２項に該当する者として

取り扱う場合があるので、十分に注意してください。 

ア 受付期間 

平成 26 年 7 月 10 日(木)～7 月 31 日(木) 17 時 15 分（必着）※土・日曜・祝日を除く 

イ 提出書類等 

以下の申請書類等を各１部提出すること。 

①「参加申込書」（様式２－１） 

②「共同企業体同意書（写）」（様式２－２） 

※ 共同企業体を結成する場合には、各構成員について提出すること。 

③「担当者届」（様式２－３） 

※ 本公募に関する質疑等の窓口として担当者を選任し、記入すること。 
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④「役員一覧表（様式２－４）」 

※ 共同企業体を結成する場合には、各構成員について提出すること。 

⑤「太陽光発電事業に関する事業実績書」 

※ 様式は任意。Ａ４で２枚までとすること。 

⑥「会社概要（パンフレット等）」 

※ 共同企業体の場合には、各構成員について添付すること。 

⑦「登記簿謄本又は現在事項証明書」 

※ プロポーザル提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの。写し可。 

⑧「消費税及び地方消費税についての納税証明書（その３・未納税額のない証明用）」 

※ 所管税務署がプロポーザル提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの。写し可。 

⑨岐阜県に本支店又は営業所等を有する事業者にあっては「納税証明書」 

※ 岐阜県の県税事務所がプロポーザル提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの。

写し可。 

ウ 提出方法 

応募者は、イの書類等を下記提出先まで持参又は郵送にて提出すること。なお、郵送 

の場合は、必ず「配達記録郵便」とすること。 

※ 郵送の場合、平成 26 年 7 月 31 日(木) 17 時 15 分必着を厳守し、届いているかどうか

の確認を電話にて行うこと。 

【提出先】 

〒５０１－０４９２ 岐阜県本巣郡北方町北方１３２３－５ 北方町役場 上下水道課 

  ＴＥＬ 058-323-1112 

 

（４）企画提案書等、書類の受付 

企画提案者は、「２ 応募に係る事項」を確認したうえ、「５ 審査に係る事項」に掲げ

る審査基準を踏まえて、アの受付期間内に、イの提出書類等を、ウにより提出すること。 

ア 受付期間 

平成 26 年 7 月 24 日(木) ～ 8 月 8 日(金) 17 時 15 分（必着）※土･日曜･祝日を除く 

イ 提出書類等 

以下の申請書類等を正本１部、副本８部、提出すること。 

（ア）法人等に関する書類 

①「概要書」 

②「登記簿謄本又は現在事項証明書」 

※ プロポーザル提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの。副本は写し可 

③「直近３事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書」 

※ 親会社がある場合は、親会社に係る書類も併せて提出すること。なお、親会社が金

融商品取引法の適用会社においては、個別及び連結財務諸表を、不適用会社において

は、個別又は連結財務諸表のいずれかを（可能な場合はどちらも）提出すること。 
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※ ①～③について、参加者が共同企業体となる場合は、構成員となる企業ごとに作成

すること。 

（イ）企画提案に関する書類等 

④企画提案書（設備構造計算書等） 

⑤設置施設及び使用料 

（ウ）誓約書 

ウ 提出方法 

イの書類等を下記提出先まで持参又は郵送にて提出すること。なお、郵送の場合は、

必ず「配達記録郵便」とすること。 

※ 郵送の場合、平成 26 年 8 月 8 日(金) 17 時 15 分必着を厳守し、届いているかどう

かの確認を電話にて行うこと。 

【提出先】 

〒５０１－０４９２ 岐阜県本巣郡北方町北方 1323-5 北方町役場 上下水道課 

ＴＥＬ 058-323-1112 

エ その他 

提出された書類等に基づき町が書類審査をプロポーザル選定委員会において行いま

す。 

 

（５）プロポーザル参加に際しての注意事項 

ア 失格又は無効 

以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。 

・「５ 審査に係る事項」に掲げる選定委員会の委員に対して、直接、間接を問わず故

意に接触を求めること。 

・他の参加資格者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

・事業者選定終了までの間に、他の参加資格者に対して応募提案の内容を意図的に開

示すること。 

・応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。 

・その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

イ 著作権・特許権等 

提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日

本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管

理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて応募者が負うものとする。 

ウ 複数提案の禁止 

応募者は、複数の提案書の提出はできない。 

エ 提出書類の変更の禁止 

提出期限後の提出書類の変更、差し替え若しくは再提出は、軽微な修正等を除き、

原則認めない。 
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オ 返却等 

提出書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

カ 費用負担 

企画提案書の作成、提出等プロポーザル参加に要する経費等は、すべて応募者の負

担とする。 

キ その他 

・参加資格者であっても、企画提案書の提出がなされない場合は、辞退したものとす

る。 

・提案者は、企画提案書の提出をもって、募集要項等の記載内容に同意したものとす

る。 

・提出された企画提案書等は、北方町情報公開及び個人情報に関する条例（平成 10 年

条例第 1 号）に基づく情報公開請求の対象となります。 

・企画提案書の提出後に辞退をする場合は、提案者は、選定委員会開催日前日の午後

４時まで（郵送の場合は必着）に、辞退届（様式自由）を上下水道課に持参又は郵

送により提出すること。 

 

５ 審査に係る事項 
 

（１）審査方法 

審査は、町が行います。なお、事業者候補の選定に当たっては、（３）の審査項目及び

評価基準に基づき、提出書類による審査を行い、企画提案の内容、事業の実施能力等を

評価、採点します。 

プロポーザル選定委員会において、提案者を決定します。 

 

（２）プロポーザル選定委員会について 

ア 開催日時 平成 26 年 8 月 19 日(火)（予定） 

イ 開催場所 北方町役場 

ウ その他、提出された企画提案書によるものとします。 

エ 審査結果については、それぞれの提案者に対し書面により通知します。 

 

（３）審査基準 

企画提案の審査基準は次のとおりです。 

1 事業者又は代表事業者等の経営状況は問題なく、かつ、事業を円滑に遂行できる体

制や実績を有していると認められるか。 

2 発電設備、システム構成等は妥当か。 

3 発電設備の配置及び基礎構造などは、町施設の構造や状況に合わせて、合理的に設

計されているか。  
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4 発電設備の設置工事の工法は、構造上の安全性等が確保されているか。町有施設を

適正に維持管理していく上で支障はないか。  

5 事業期間、関係法令等の手続きなど、事業実施のスケジュールは妥当か。 

6 発電設備を長期間にわたり適正に管理及び運営できる体制が整備されると見込ま

れるか。 

7 工事施工及び工事部分に係る保証期間及び保証内容は十分か。契約を予定している

保険等の内容は十分か。 

8 資金調達計画、事業収支見込等は、長期にわたる発電事業を安定的に実施できると

見込まれるか。 

9 使用料の額は、妥当か。 

10 町有施設の運営にメリットがある取り組みの提案がなされているか。 

 

（４）審査基準点について 

評価値の合計を１００点とし、基準点を６０点とします。評価値（全審査委員の評価

点合計の平均値）が基準点を満たす事業者の中から、最優秀提案者、優秀提案者を決定

します。 

 

６ 選考後の手続き 
 

（１）町との協議 

最優秀提案者と協定内容について協議を行い、合意に至った場合、協定を締結します。 

なお、協議は最優秀提案者から順次行いますが、合意の可能性がないと町が判断した

場合は、当該提案者との協議を打ち切り、優秀提案者と協定内容について協議を行うも

のとします。 

 

（２）町との協定締結 

選考された事業者又は代表事業者と町との間で、太陽光発電事業の実施に関する役割

分担やリスク分担等を定める協定書を締結します。 

 

（３）設備認定、系統連系等 

経済産業省の設備認定、電気事業者への系統連系申込み及び契約等の手続きを行って

下さい。 

 

（４）事業開始 

事業者又は代表事業者は、町有施設の許可権者から使用許可を得るほか、発電設備の

仕様及び工事の設計図、構造計算書等を提出して設置工事の同意を得るとともに、設置

工事に係る工期や時間帯を協議した上で、設置工事に着手していただきます。 
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７ 留意事項 
 

（１）言語、通貨、単位について 

企画提案及び協定、使用許可の手続きにおいて用いる言語は日本語、通貨は日本円、

単位は日本の標準時及び計量法によるものとします。 

 

（２）個人情報保護 

事業者が、本事業を行うに当たって個人情報を取り扱う場合には、北方町情報公開及

び個人情報保護に関する条例（平成 10 年北方町条例第 1 号）及び北方町情報公開及び個

人情報保護に関する条例施行規則（平成 10 年北方町規則第 2 号）に基づき、その取扱い

に十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めること。 

 

（３）守秘義務 

参加資格者は、本事業を行うに当たり、事業上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己

の利益のために利用することはできません。また、事業終了後も同様とします。 

 

（４）応募資格 

協定の締結及び使用許可までの間に「２(１)応募資格」に掲げる要件を満たさなくなっ

た場合は、協定の締結及び使用許可を行わないものとする。 

 

（５）暴力団の排除 

ア 暴力団排除に関する措置による解除 

町は、事業候補者あるいは事業者（以下「事業者等」という。）が次の各号の一に該当

したときは協定及び使用許可を取り消しすることができるものとします。 

一 事業者等が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）であるとき。 

二 事業者等の役員等（北方町が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（以下

「暴排措置要綱」という。）第２条第９号に規定する役員等をいう。以下同じ。）が、

暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるなど、

暴力団がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

三 事業者等の役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用

しているとき。 

四 事業者等の役員等が、その属する法人等（暴排措置要綱第２条第第８号に規定す

る法人等をいう。以下同じ。）若しくは第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴排措置要綱第２条第７
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号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）を利用しているとき。 

五 事業者等の役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を提供し、若し

くは便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は

関与しているとき。 

六 事業者等の役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難

されるべき関係を有しているとき。 

七 事業者等の役員等が、暴力団若しくは暴力団員がその経営又は運営に実質的に関

与している業者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の

購入契約等を締結し、これを利用しているとき。 

イ 通報の義務 

一 妨害又は不当要求に対する通報義務 

事業者等は、事業に当たって、暴力団関係者等から事実関係及び社会通念等に照ら

して合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨

げる妨害を受けたときは、警察へ通報をしなければならない。なお、通報がない場合

は入札参加資格を停止することがあります。 

二 事業者等は、暴力団等による不当介入を受けたことにより、事業計画等に遅れが

生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、北方町と協議を行い、事業計画等の

変更を請求することができるものとします。 

 

８ 問合せ及び各書類等の提出先 

〒５０１－０４９２ 岐阜県本巣郡北方町北方 1323-5 

北方町役場 上下水道課 

ＴＥＬ 058-323-1112 


